
２．知的・産業クラスターについて

【2014-2015年度】
• 「OIST Technology Transfer Center」 を整備。OIST研究者と外部共同

研究者との協働ラボを提供し、初期段階技術の実現可能性の調査をサ
ポート。

• OISTの施設・機器の外部供用の運用を担う「Open Technology Center」
を創設。

平成27年度は
• エンジニアと技術員、機械電気工作室、加工施設を収容する「技術支援

棟」を新たに建設。
• その施設に合わせて、エンジニア及び技術員各４名、臨海実験施設用エ

ンジニア及び技術員各２名（計12名）を新規に採用。

【2020-2025年度】
• 大学の技術移転機能を完全子会社化することの実現可能性を調査の上、

OISTの技術移転機能を会社法人「OIST Technology Transfer」に移転。
• OISTの技術を活用してスタートアップした企業に、インフラや起業支援の

サポートをする「OIST buisiness park」 をキャンパス内又は近隣に整備。

【2025年度以降】
• OISTで開発された知的財産を商業化するためシード・レベルの投資を行

う大学の完全子会社「OIST Innovation Venture Fund」の設立の可能性
を検討。
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○ OISTにおける今後の技術移転と起業活動に関する見通し



３．施設整備について

４．財源について

• 規模拡充や研究体制強化等の実現を後押しする施設整備が必要。
• 具体的には、教員100名体制に向けて、2023年までに新たな研究棟、

技術支援棟等が必要。
• 平成27年度においては、第４研究棟設計等に着手。
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技術支援棟等が必要。
• 平成27年度においては、第４研究棟設計等に着手。

• 外部資金（科研費、委託研究、共同研究、寄付金、ロイヤリティ収入等）
確保のため、研究員をサポート（情報提供、文書作成支援等）。

• 2023年度の外部資金は、年間22億7400万円を想定（年間想定補助金
200億円の約11.4％）。
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